
外国人労働者の雇用について
外国人雇用はルールを守って適正に

細谷 裕重

徳島労働局
外国人雇用管理アドバイザー
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本日の内容

１．徳島における外国人労働者

２．外国人雇用管理のポイント

３．新しい在留資格「特定技能」
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在留外国人数の推移（全国）

出典：法務省「新たな外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた取組」

令和３年6月末
２８２万人（2.2％）
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在留外国人数の推移（徳島県）
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高松市内のうどん店の店主
NHK「四国らしんばん」2019年4月12日放送

外国人労働者が増加する背景
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徳島県の年齢別人口 令和2年7月1日現在 72万3千人

技能実習生の年齢層

単位：千人
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外国人雇用は
ルールを守って適正に

１．雇入れ・離職時の届出

①「在留資格」の確認

②ハローワークへの届出

２．適切な雇用管理
外国人労働者の雇用管理の改善等に関して
事業主が適切に対処するための指針
（平成19年厚生労働省告示）
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１．雇入れ・離職時の届出 ①在留資格の確認

出典：徳島労働局「徳島県における「外国人雇用状況」の届出状況について」

令和2年10月現在

永住者
日本人の配偶者
など

留学生など

技能実習生

技術・人文知識
・国際業務

外国人を雇用する企業
１，０９７社

4,985人

労働時間は週28時間まで

アルバイト禁止

アルバイト禁止

アルバイト禁止

徳島県の外国人労働者の在留資格
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１．雇入れ・離職時の届出 ②ハローワークへの届出
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１．雇入れ・離職時の届出 ②ハローワークへの届出

雇用保険の被保険者とならない外国人の場合

外国人雇用状況届出書
＜様式第３号＞
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２．適切な雇用管理

外国人労働者の雇用管理の改善等に関して
事業主が適切に対処するための指針

１．募集・採用時
国籍で差別しない公平な採用選考を行う。

２．法令の適用
労働関係法令及び社会保険関係法令は、外国人にも適用される。

３．適正な人事管理
労働契約の締結に際し、労働条件について書面等で明示する。
母国語等により外国人が理解できる方法で明示するよう努める。

４．解雇等の予防及び再就職援助
やむを得ず解雇等を行う場合には、再就職支援を行うよう努める。
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Facebookの投稿
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トラブルの原因の大半はコミュニケーション問題

日本語が喋れなくても仕事はできる
→日本人の指示どおりの作業ができている

しかし仕事以外では、日本人とうまくコミュニケー
ションができない

仕事以外で発生した問題の対応には
「しっかりとした通訳」を手配する

給料
病気・ケガ
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新しい在留資格「特定技能」

全国 徳島県

飲食料品製造業 13,826 48

農業 5,040 90

介護 3,947 7

建設分野 3,745 21

産業機械製造業 3,180 7

素形材産業 2,496 2

外食業 1,749 0

電気・電子情報関連 1,715 3

造船・舶用工業 1,052 2

ビルクリーニング 487 2

漁業 478 0

自動車整備 466 7

宿泊 121 0

航空 35 0

総数 38,337 189

特定技能外国人数
2021年9月末現在
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新しい在留資格「特定技能」

特定技能による外国人の受入れ １４分野

特定技能（１号）のポイント

○在留期間：１年ごとの更新，通算で上限５年まで

○技能水準：試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等免除）

○日本語能力：試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等免除）

○家族の帯同：基本的に認めない

○登録支援機関との契約により就労・生活の支援を行う
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外国人雇用管理アドバイザーのご案内

外国人労働者の雇用管理に関する相談につい
て無料で相談を承ります。

詳しくは、事業所の所在地を管轄するハローワー
クへお問い合わせください。


